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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、スリランカ民主社会主義共和国と締結した討議議事録（R/D）に

基づき技術協力プロジェクト「乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向上計画」を2007年6

月から4年間の予定で実施しています。 

プロジェクトが中間時点に達したころから、当機構はプロジェクトの目標達成度や成果等を分

析するとともに、今後の方向性を協議するため、スリランカ民主社会主義共和国側と合同で2009

年11月6日から27日まで中間レビュー調査を実施しました。 

本報告書は、同調査によるプロジェクト関係者との協議及びレビュー調査結果等を取りまとめ

たものであり、本プロジェクト並びに関連する国際協力の推進に活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査にご協力とご支援をいただいた内外の関係各位に対し、心から感謝の意を表

します。 

 
平成22年3月 

 
独立行政法人国際協力機構 
スリランカ事務所長 志村 哲 
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キンブルワナオヤ灌漑地区 

No.4 農民組織 

ラジャンガナ灌漑地区 

スリ・ウダラ農民組織

カドゥルガスダマナ灌漑地区

カドゥルガスダマナ農民組織

プロジェクト事務所 

（灌漑研修所内）



現地調査写真 

 
 

 
 

 

①現地調査の様子 
（プロジェクトで試行導入

した Row Seederの視察） 

②農民組織によって改修さ

れた水路・農道 

③対象地域の一般的な水路

の現状 



 

 

 

 

 

 

⑥現地調査の様子 
（パパイヤ生産の視察） 

⑤牛乳収集の帳簿 

④畜産活動の様子（建設され

た畜舎、導入された牛） 



 
 

  
 
 

  

⑦現地調査の様子 
（農民組織からの聞き取り）

⑧農業省（プロジェクト関係

機関）との協議 

⑨JCC 議長（灌漑省次官）
への合同中間レビュー報告

書提出 



 
 

 
 
 
 
 
 

⑪JCCでの協議の様子 

⑩JCC での中間レビュー結
果プレゼンテーション 
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評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：スリランカ民主社
会主義共和国 

案件名：スリランカ民主社会主義共和国 乾燥地域の灌漑農業におけ
る総合的管理能力向上計画 

分野：農業・農村開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

協力金額（2009.10.31時点）：約1億7,000万円 

相手国実施機関：灌漑・水管理省（Ministry of Irrigation and Water 
Management） 

所轄部署： 
JICAスリランカ事務所 

日本側協力機関：農林水産省 

R/D署名日：2007年3月14日 協力期間 

4年間（2007年6月1日～2011年5月31日） 

他の連携協力： 

１－１ 協力の背景と概要 
スリランカ民主社会主義共和国（以下、「スリランカ」と記す）（人口約2,000万人、面積約6

万6,000km2）では、農村部の貧困率が高く、また特に乾燥地帯の灌漑農業に従事する農家の農業
生産性や農業所得が低いことが重要な課題として認識され、灌漑・農業・流通・加工各セクタ
ーの総合的管理能力向上の必要性があることから、当プロジェクトは、農業生産性を向上させ
るために政府職員と農民組織の能力向上を図る総合的な研修体制を確立することを目標とした
技術協力である。 
 
１－２ 協力内容 
（1）上位目標 

対象地域において農業所得が向上する。 
 
（2）プロジェクト目標 

農業生産性を向上させるために政府職員と農民組織の能力向上を図る、総合的な研修体
制が確立される。 

 
（3）成果（アウトプット） 

1）モデルサイトにおいて農民組織の運営管理に関して政府職員と農民組織の能力が強化・
改善される。 

2）モデルサイトにおいて灌漑施設管理、水管理に関して政府職員と農民組織の能力が強化・
改善される。 

3）モデルサイトにおいて農業生産に関して政府職員と農民組織の能力が強化・改善される。
4）モデルサイトにおいて流通・加工に関して政府職員と農民組織の能力が強化・改善され
る。 

5）カウンターパートを指導員とし、他の政府職員の能力向上を図るための体制が整備され
る。 

 
（4）投入（2009年10月初旬時点） 

日本側： 
・長期専門家派遣 3名 ・機材供与 約1,952万円（1米ドル＝120円）
・短期専門家派遣 2名 ・ローカルコスト負担 約4,338万ルピー 
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・研修員受け入れ 4名 
相手国側： 
・カウンターパートの配置（合計約80名） 
・日本人専門家の執務室、同室の家具・電話、電気水道代 
・ローカルコスト負担  車両購入時の税金など 

２．評価調査団員の概要 

調 
査 
者 
 
 

総 括 西野 恭子 JICA スリランカ事務所 次長 
農業生産、流通加工、
普及 

金森 秀行 JICA 国際協力専門員 
 

農業制度、農民組織、
灌漑 

柏原 学 農林水産省 農村振興局 整備部 設計課  
課長補佐 

協力計画 Arinda Elapata JICA スリランカ事務所 ナショナルスタッフ
評価分析 田村 智子 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティ

ング 
P. U. Wickramaratna Director（Engineering）, Ministry of Irrigation and 

Water Management（MIWM） 
G. A. M. S. Emitiyagoda Deputy Director（Extension）, Head of Secretariat, 

Department of Agriculture（DOA）, Ministry of 
Agricultural Development and Agrarian Services
（MADAS） 

Pushpa Wijewantha Director, Livestock Planning and Economics Unit, 
Department of Animal Production and Health
（DOAPH）, Ministry of Livestock Development
（MOLD） 

M.M.M. Aheeyar Division Head, Hector Kobbekaduwa, Agrarian 
Research and Training Institute, MADAS 

Palitha Wadduwage Provincial Director, Provincial DoA, North 
Western Provincial Council  

調査期
間 

2009年11月6日～27日 評価の種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 評価結果の要約 
（1）妥当性 

当プロジェクトの目標は、スリランカの国家開発政策、日本のODA政策及びJICAの国別
援助方針と整合性があり、また、スリランカの農村地域の貧困度の高さや、乾燥地帯にお
ける灌漑農業の生産性や収入の低さを考慮すると、当プロジェクトにより同地帯の農家の
農業生産性や農業収入を向上させる強い必要性が認められる。よって当プロジェクトの妥
当性は高い。 

 
（2）有効性 

政府職員及び農民組織を対象とした各種の研修が実施され、農民組織の能力が向上しつ
つあることなどから、プロジェクト目標はおおむね順調に達成されつつあり、また、協力
期間内にプロジェクト目標が達成される見込みがあると考えられる。一方、プロジェクト
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目標の「総合的なメカニズム（Integrated mechanism）1」という言葉の意味が関係者のなか
で明確に共有されていないことは懸念される。したがって当プロジェクトの有効性は中程
度である。 

 
（3）効率性 

日本側及びスリランカ側の投入は計画どおり実施され、また、期待された成果はほぼ順
調に発現しつつある。特に成果1・2・3については確実に達成されつつあり評価に値する。
一方、成果を順調に達成するためには本要約表の3.3項に記すとおりいくつかの阻害要因も
あることから、当プロジェクトの効率性は中程度である。 

 
（4）インパクト 

モデルサイトにおける活動により、稲作の生産性の向上、収入増加のための方法が示さ
れたことは評価に値する。しかし、上位目標の対象地域の人口はモデルサイトの人口と比
較すると大変多いことから2、当プロジェクトの効果が他の地域へ確実かつ効果的に普及さ
れない限りは、当プロジェクトが上位目標の達成に貢献することは困難である。また、特
筆すべき正負のインパクトは現在のところ発現していない。このような理由から、当プロ
ジェクトのインパクトを現時点で判断するのは時期尚早であると思われる。 

 
（5）自立発展性 

スリランカ灌漑局の当プロジェクトへの関心が高く、また、モデルサイトの農民組織の
活動に対する意欲も高いことは、当プロジェクトの自立発展性を高める貢献要因となるで
あろう。一方、当プロジェクトの自立発展性を確保するためには、スリランカ政府は今後、
いくつかの課題を克服する必要がある。例えば、同国の灌漑・農業関連分野の人的資源や
予算、物的資源は限られており、現状のままでは、将来当プロジェクトの効果を他の農民
組織や村々へ拡大する際に困難が予想される。限られた人的資源について一例を挙げると、
同国における州政府所属の農業普及員の担当地域は広く、1名が数千世帯の農家を受け持っ
ているのが現状である3。当プロジェクトにおいても、数人の州政府所属の農業普及員が、
プロジェクトの便宜供与の下モデルサイトの農民に対して優先的に訓練や普及活動を実施
しているが、プロジェクト終了後、同職員が他の地域の農民にも同様の頻度にて類似の内
容の訓練や普及活動を実施することができるかどうかについては疑問である。このような
課題があることを鑑み、当プロジェクトの自立発展性は中程度よりやや低いと判断する。

 
３－２ 効果発現に貢献した要因 
（1）計画内容に関すること 

スリランカには灌漑・農業分野における技能・知識の豊富な蓄積があり、一般的に政府
職員の能力は高いといわれることから、当プロジェクトでは日本人長期専門家の投入は3名
のみとし、現地のリソースを最大限に活用する計画であった。現在、計画どおり日本人長
期専門家は3名であり、加えてローカル・コンサルタント3名がJICA専門家チームのメンバ
ーとして活躍している。また、モデルサイトにおいてはJICA専門家チームと灌漑・農業・
畜産分野の政府職員が協力し合って農民への技術指導を行っている。このような現地リソ
ースの活用は、プロジェクトの効率的な運営に貢献するものである。 

                                            
1 事前評価時の判断により、和文 Project Design Matrix（PDM）ではこれを「総合的な研修体制」と訳している。 
2 上位目標の対象地域であるアヌラーダプラ県とクルネーガラ県における総農家数は約 25万 5,000であり、モデルサイトの総農家数
は約 530である。 

3 当中間レビューにおいてインタビューした州政府所属の農業普及員は 1名で 6,500農家を担当していた。 



iv 

 
（2）実施プロセスに関すること 

現在のところ、実施プロセスに関する効果発現の貢献要因は特にない。 
 
３－３ 問題点及び問題を惹起した要因 
（1）計画内容に関すること 

1）当プロジェクトの3つのモデルサイトは、アヌラーダプラ県とクルネーガラ県にまたがり、
相互に26～66キロ離れて位置する。これらのサイトは、将来プロジェクト効果の波及が期待
される範囲を考慮してプロジェクト開始前に選定された。JICA専門家チームはこれらサイ
トを頻繁に訪問する必要があるが、移動に時間が費やされるため実際の活動に費やす時間が
相当制限されることがプロジェクトの実施段階になって分かった。また、車両での移動に要
する燃料費がかさむこともプロジェクトの効率性にマイナスの影響を及ぼしている。 

2）当プロジェクトでは、外国援助機関等の資金援助が投入された場合の開発モデルとして、
PEACE4事業対象灌漑地区から1カ所モデルサイトを選出するのに加え、通常の政府予算で賄
える範囲の資金による開発モデルをつくるために、PEACE対象地区以外から2カ所のモデル
サイトを選出した。しかし、実際は後述の2か所のモデルサイトにおいても、大規模な灌漑
施設改修の実施及びリボルビング・ファンドの導入による農民組織の活性化の必要性が認め
られたため、それぞれ約600万ルピーと約150万ルピーの資金5が各サイトにJICAより投入さ
れた。中間レビュー時にこれらの投入について検証したところ、投入はモデルサイトでの成
果発現に貢献しているが、その金額は通常の政府予算で賄える範囲の額ではないことが分か
った。このような経緯から、3つのモデルサイトで形成予定の開発モデルはいずれも資金援
助が投入されることを前提としたものになる予定である。 
 
（2）実施プロセスに関すること 

1）当プロジェクトのPDMの指標や活動の一部は、プロジェクトのめざす方向性や現状にそ
ぐわない点が多くみられたが、中間レビュー時までそれらの見直しが検討されることがなか
った。そのため、PDMの指標に沿ったプロジェクトの成果達成状況の把握が適切に行われ
ていなかったようである。 

2）中央レベルの（Joint Coordination Committee：JCC）は年4回、県レベルのJCCは年6回の開
催が計画されていたが、いずれもこれまで3回しか開催されていない。上述のようにPDM見
直しが遅延したのはJCCが計画どおり開催されていなかったことも一因であると思われる。

3）灌漑局の現場の職員は、当プロジェクトのモデルサイトにおける灌漑施設の改修業務に
関与するための十分な時間をもっていないようである。また、灌漑施設の改修においては、
デザインや見積もりの作成を灌漑局の地域事務所が実施しているが、これらの手続きは大変
複雑であり承認までに相当の時間を要する。これらが原因となって、モデルサイトにおける
改修工事の開始や実施が遅延し、その結果、工事の実施が耕作期と重なり、工事を実施する
農民への負担が増すこととなった。 

4）Geographic Information System（GIS）システムの技術研修を受講した灌漑局の現場の職員
のほとんどが他の地域に転勤したことは、技術移転の定着度にマイナスの影響を及ぼす結果
となった。 
 

                                            
4 ODAローンで 2006年より実施されている「農村経済開発復興事業（Pro-poor Economic Advancement and Community Enhancement 

Project：PEACE）」。北東部州と北西部州を含む乾燥地域に存在する約 180の農民組織を対象に、灌漑施設の改修・所得向上プログ
ラム・農民組織の強化等を通じ、農村の持続的な農業開発をめざす事業であり、2011年 5月まで継続の予定である。 

5 2009年 12月の為替レートでそれぞれ約 500万円と 125万円に相当する。 
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5）当プロジェクトの事前調査においては、当プロジェクトの成果が前述のPEACEに波及す
ることが期待されていたが、中間レビューの時点ではそのような波及効果は発現していな
い。これは、これまで当プロジェクトはモデルサイトでの活動に集中していたためであると
考えられる。 

 

４．結 論 

いくつかの阻害要因があったにもかかわらず、モデルサイトにおける活動が順調に進捗して
いることを高く評価するとともに、今後は、下記の提案事項に十分留意しつつ、モデルサイト
での実績をほかの地区にも普及するためのメカニズムの作成にも積極的に取り組むよう期待す
る。 
また、既存のPDMの指標には非現実的な点や現状にそぐわない点がみられ、また各成果の基

に最大10項目の活動が記載されており、複雑な印象を与えた。また成果5を達成するために計画
されていた活動はやや目的にそぐわないものであった。そこで当中間レビューでは、指標を改
定し、活動の表記を単純化し、成果5を達成するための活動を変更すべくPDMの改訂を提案し、
JCCミーティングでの承認を得た。今後は、実施計画表（PO）の改訂を行い、活動の詳細と実
施スケジュールについてプロジェクト関係者間で共有する必要がある。 
 

５．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

５－１ 農民組織管理 
（1）コミュニティ・デベロップメント、リーダーシップ育成、農家における農業会計に関す
る研修を政府職員と農民に施すこと。 

（2）農民の潜在的ニーズを明確にするべくCAPワープショップ6の結果を再検討し、更なる生
産性や収入の向上のために必要に応じて計画を修正すること。 

 
５－２ 灌漑施設管理・水管理 
（1）モデルサイトにおいてGISシステムを継続的に適用し更新していくために、灌漑技師事務
所はGISシステムにより積極的に取り組むこと。具体的には、専門の部署を設けたり、専門
の人材を配置したりする必要がある。 

（2）農民組織の管理能力の向上のため、専任のプロジェクト・マネジャー7をすべての灌漑ス
キームに配置すること。 

（3）スリランカ政府は、現場で働く政府職員が当プロジェクトの活動に滞りなく従事できる
よう、車両燃料や日当に関する予算を確保すること。 

（4）灌漑施設の改修にかかわる準備作業の遅延を防ぐため、灌漑局の幹部職員は、現場の職
員の指導・モニタリングをより頻繁に行うこと。 

 
５－３ 農業生産、流通・加工 
（1）稲 作 

1）農民組織の小委員会の会員数が多くなりすぎた場合、小委員会のなかに25～30名からな
る部会を組織することにより、小委員会の機能性や活動の効率性を高めること。 

2）共同出荷、加工、農産物の付加価値の向上に積極的に取り組むこと。 

                                            
6 CAPとは“Community Action Planning”をさす。CAPワークショップは参加型手法を用いて農村開発計画を作成するワークショッ
プである。 

7 スリランカでは現在、大規模灌漑スキームにはいずれも、灌漑局の灌漑マネジメント部に所属するプロジェクト・マネジャーが専
属で配置されており、農民組織の管理能力の育成などにあたっているが、小・中規模灌漑スキームにはそのようなマネジャーは配
置されていない。 
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（2）家庭菜園 
1）共同販売や農産物付加価値の向上に積極的に取り組むこと。 
2）小規模の家庭菜園を実施する場合は、純所得や栄養状態の改善を通した生活改善をめざ
し、一連の営農技術（a package of farming techniques）の導入を図る。 
 

（3）畜 産 
1）乳牛・水牛の飼育における生産性の向上のための研修のほか、農業会計の記録管理、乳
製品の品質改善・加工、企業家精神育成に関する研修を企画・実施すること。 

2）現地で入手可能な原材料による混合飼料とコンポストの生産をモデルサイトに導入する
よう試みること。 

 
５－４ その他一般 
（1）プロジェクト目標にある「総合的なメカニズム（integrated mechanism）」という言葉につ
いてプロジェクト・チームは明確な定義を提案すること。ナショナルJCCはその提案を検討
し、必要に応じて修正のうえ承認すること。 

（2）研修の結果について体系だったモニタリングを実施し、その結果を研修プログラムや研
修内容に反映させること。 

（3）県レベルのJCCミーティングは1年に4回、中央レベルのJCCミーティングは年に2回は開
催すること。 

（4）政府職員の能力強化を更に推進すること。 
（5）マニュアル類については、素案を改訂し最終版を作成のうえ、関連分野の研修所や研修
プログラムで活用されるよう取り計らうこと。 

（6）モデルサイトで開発された研修・ファシリテーションの手法をほかの地区にも普及する
ためのメカニズムを提案すること。 

（7）農業・畜産関係の研修所の代表者が作業委員会8に加わるよう取り計らうこと。 
（8）PDMを現実的な観点から改訂すること。 
 
６．教訓（当該プロジェクトから導き出されたほかの類似プロジェクトの発掘・形成、実施、
運営管理に参考となる事柄） 
６－１ 農民組織管理 
＜プラスの結果を導いた教訓＞ 
（1）農民組織のなかに課題別の小委員会を設け、農民組織の強化を促進することが可能であ
る。例えば、小委員会の設置は、農民組織の会員相互の知識や経験の共有を促進するのに
有効である。また小委員会は、研修・普及活動のターゲット・グループもしくは受け皿と
して効果的に機能することが分かった。小委員会があることにより、各分野の政府職員が
研修や普及活動を実施する際、農民の参加が促進され、日程の調整や参加者への連絡が容
易になる。 

（2）農民組織は、灌漑施設の維持管理組織としてだけでなく、農業開発プログラムをより効
率良く実施するための責任ある組織としても期待がもてる。 

（3）CAPワークショップは、地域開発計画を作成する際に農民の参加と同意を得るための効
果的な手段である。 

＜マイナスの結果を導いた教訓＞ 
（1）プロジェクトの活動は地域住民の興味や要望に応じるだけでなく、潜在的可能性やフィ 

                                            
8 作業委員会（working committees）は、当プロジェクトで実施すべき研修のニーズ分析やマニュアル作り、研修の実施などのために
分野別に設置された委員会である。 
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ージビリティーを確認して実施するべきである。例えばモデルサイトの1つであるカドゥ
ルガスダマナにおいて住民からの要望により酪農が導入されたが、村の人口が少ないこと
や自然資源が限られていることなどを勘案すると、導入による農民の生産性向上や収入増
加の可能性は制限的である。他の2つのモデルサイトにおいては酪農の導入は成功してい
るが、同じ酪農モデルがいずれのサイトにおいても効果を表すとは限らないことにも留意
し、カドゥルガスダマナのような場合は生活改善のための営農の一環として採用する等の
配慮をすべきであった。活動がいずれのサイトにおいても効果を表すとは限らないことに
も留意すべきであった。 

 
６－２ 灌漑施設および水管理 
＜プラスの結果を導いた教訓＞ 
（1）毎週ミーティングを開き、灌漑施設改修における課題について段階的に話し合う手法は、
政府職員と農民の双方向的なコミュニケーションを高めるのに効果的である。 

（2）灌漑施設の改修工事において、政府職員の立ち会いの下関係農家が現場にて工事内容を
相互確認し合意形成を図る参加型手法は、農家間の利害関係を効果的に解消するのに有効
である。 

（3）灌漑施設の改修を通して水管理や維持管理に関する農民の意欲を高めようとする際に、
圃場水管理グループを形成すると効果的である。 

（4）GISシステムは灌漑分野のみに活用される計画であったが、灌漑セクターのみならず、農
業セクターにおいても有効活用できることが分かった。 

 
６－３ 農業生産、流通・加工 
＜プラスの結果を導いた教訓＞ 
（1）リボルビング・ファンドの導入は、農民の自立を促し、意思決定能力を高めるのに有効
である。 

（2）PD法は農民の現場での研修に適用できる。 
（3）農民への研修は、目的をはっきりさせ、かつ段階的に実施すると効果的である。 
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Summary of Mid-term Review 
 

1．Outline of the Project 
Country：Sri Lanka Project title: 

The Project for Increasing the Capacity of Integrated Management in Irrigated 
Agriculture in Dry Zone 

Sector：Agriculture Cooperation scheme: Technical Cooperation Project 

Project cost (as of Oct. 31, 2009)   170 million yen 
Implementing organization in the partner country：  
Ministry of Irrigation and Water Management 

Division in-charge: 
JICA Sri Lanka Office 

Supporting organization in Japan： 
Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries of Japan 
R/D： March 14, 2007 Period of Cooperation 

Four years (from June 1st, 2007 to May 31st, 2011) 

Other cooperation： 

1-1. Background and summary of the Project 
In Sri Lanka (the population of 20 million and the area extent of 65,607km2), it was identified as an 
important issue that the poverty ratio was high in the rural area and agriculture productivity and 
agriculture income of the farm families, who are engaged in irrigated agriculture in dry zone, were 
low.  The Development Study of “A Study for Increasing the Capacity of Integrated Management 
in Irrigated Agriculture” was conducted to study and analyze the above-mentioned issue. The Study 
examined main issues in irrigation, agriculture, marketing and processing sectors and identified a 
need to increase the capacity of integrated management.  In order to implement the Study, the 
Government of Sri Lanka proposed a technical cooperation project to the Government of Japan.   
 
After the Ex-ante Evaluation at the end of 2006, the Project was commenced in June 2007.  It will 
be implemented for the period of four years.  The objective of the Project is to establish an 
integrated training system for enhancing the capacity of the government officers and farmer 
organizations (FOs) to increase agricultural productivity.  The technical cooperation includes the 
enhancement of the capacities of the government officers and FOs in the areas of (i) management of 
FOs, (ii) irrigation facility management and water management, (iii) agriculture production and (iv) 
marketing and processing.  It also includes (v) preparation of institutional capacity building for 
enhancement of the capacity of the other government officers, which will be conducted by the 
counterpart personnel of the Project. 

 
1-2. Project Overview 
(1) Overall Goal 

Agricultural income of the farm families in the target area is increased 
(2) Project Purpose 

An integrated mechanism is established to improve agricultural productivity 
(3) Outputs 

i) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the field of management of FOs 
ii) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the fields of irrigation facility 

management and water management 
iii) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the field of agricultural production 
iv) Capacity of the government officers and FOs is enhanced in the fields of marketing and 

processing 
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v) A mechanism is introduced for the government officers and training institutes to disseminate the 
improved training/facilitation skills developed in the model sites, to other officers and institutes. 

 
(4) Inputs (as of October 2009) 
Japanese side： 
 JICA Long-term Experts : 3 members  
 JICA Short-term experts: 2 members 
 Provision of equipment : Around 19.52 million yen (1USD=¥120) 
 Local cost :Around 43.38 million rupees 
 Training in Japan: 4 members  

Sri Lankan side： 
 Appointment of the counterpart personnel (total around 80 members) 
 Office space for the JICA Expert Team and furniture, telephone facility and utility payment of the 

office 
 Local cost of the Project: Taxes and duties of the vehicles of the Project.  
 

2. Outline of the Mid-term Review Team 
Members 
 

Name Designation & Organization 

Ms. Yasuko Nishino 
– Team Leader 

Senior Representative, JICA Sri Lanka Office 

Dr. Hideyuki 
Kanamori 

Senior Advisor, JICA 

Mr. Manabu 
Kashiwabara 

Deputy Director, Design Division, Rural 
Infrastructure Department, Rural Development 
Bureau, Ministry of Agriculture, Forestry and 
Fisheries 

Mr. Arinda Elapata Senior Project Specialist, JICA Sri Lanka Office 
Ms. Tomoko 
Tamura 

Consultant, Kaihatsu Management Consulting, Inc. 

Mr. P. U 
Wickramaratna – 
Team Leader 

Director (Engineering), Ministry of Irrigation and 
Water Management 

Mr. G. A. M. S. 
Emitiyagoda 

Deputy director (Extension), Head of secretariat, 
Department of Agriculture, Ministry of Agricultural 
Development &  Agrarian Services,  

Dr. (Ms.) Pushpa 
Wijewantha 

Director, Livestock Planning and Economics Unit, 
Department of Animal Production and Health, 
Ministry of Livestock Development 

Mr. M.M.M. 
Aheeyar 

Division Head, Hector Kobbekaduwa Agrarian 
Research and Training Institute, Ministry of 
Agricultural Development & Agrarian Services 

Mr. Palitha 
Wadduwage 

Provincial Director, Provincial Department of 
Agriculture, North Western Provincial Council  

Period of the 
Review 

From November 6th, 2009 to 
November 27th, 2009 

Type of Evaluation： 
Mid-term Review 

3．Results of the Mid-term Review 
3.1. Summary of the Evaluation Results 
(1) Relevance 

The Project Purpose is consistent with the Sri Lankan development policy and Japanese ODA policy 
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and Country Strategy of JICA.  There is a strong need to increase agricultural productivity and 
income of the farm families in irrigated area in the Dry Zone.  Therefore, relevance of the Project is 
high. 

(2) Effectiveness 
The Project Purpose is being achieved almost on schedule as a whole. Trainings to the officers and 
farmers were conducted and the capacity of FOs was enhanced.   There is a prospect that the Project 
will attain the Project Purpose by the end of the Project period.  However, the definition of the words 
“integrated mechanism” was not clearly shared among the members of the Project Team.  The 
effectiveness of the Project is moderate. 

(3) Efficiency 
Inputs from Japan and Sri Lanka were made as planned.  The planned Outputs were being produced 
almost as scheduled as a whole. Especially, steady progress was observed for the production of the 
Outputs 1, 2 and 3, although there were several disturbing factors as mentioned in 3.3 of this report.
Therefore, efficiency of the Project is moderate. 

(4) Impact 
The Project has shown the ways to increase the productivity and income of paddy cultivation in the 
model sites.  However, the target population of the Overall Goal is much larger than that of the 
model sites.  It is difficult to achieve the Overall Goal unless the dissemination mechanism to be 
proposed by the Project is implemented.  There has been no particular positive and negative impact 
so far.  Therefore, it is too early to conclude the level of the impact of the Project at the moment. 

(5) Sustainability 
There are several positive features to promote the sustainability of the Project, such as the keen 
interest of ID and motivation of the FOs.  However, to ensure the sustainability, Government of Sri 
Lanka has to investigate an efficient way to overcome several issues. At the moment, irrigation and 
agriculture sectors of the country have the limited human, financial and physical resources; therefore, 
if there will be no changes in such conditions, it would be difficult for the Government of Sri Lanka 
to expand the effects of the Project to other FOs and villages.  For example, currently, the officers in 
provincial extension services are in-charge of several thousands of farm families.  At the moment, 
several such officers are working for the Project with the facilitation of the Project and providing 
trainings and extension services to the farmers in the model sites as a priority.  However, it is a 
question whether they will be able to provide the same kind of trainings and extension services to the 
farmers in other areas after the completion of the Project.  The sustainability of the Project is 
evaluated as “lower moderate” taking the above-mentioned future tasks into consideration. 

 
3.2 Factors contributed to the effects of the Project 
(1)Factors concerning project planning 

There is a rich accumulation of technologies and knowledge of irrigation and agriculture sectors in Sri 
Lanka and capacity of the government officers was considered to be high in general. Therefore, the 
Project was planned to utilize local resources at maximum and to limit the number of JICA Long-term 
Experts to three. Currently, three JICA Long-term Experts were dispatched as planned and 
additionally, three Sri Lankan consultants are working as the members of the JICA Expert Team.  In 
the model sites, JICA Expert Team is providing technical support to the farmers in collaboration with 
the government officers of irrigation, agriculture and livestock sectors.  The utilizations of the local 
resources as mentioned above had been contributed to the efficient implementation of the Project.  

 
(2)Factors concerning project implementation process 

There was no particular factor concerning to the project implementation process, which contributed to 
the effects of the Project. 

 
3.3 Issues and problems of the Project and their background 
(1)Issues and problems concerning project planning 

(i) The three model sites are 26-66 km far from each other and located in the two districts of 
Anuradhapura and Kurunegala.  These model sites were selected prior to the commencement of 
the Project considering the area of expansion of the effects of the Project in the future.   The 
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JICA Expert team needs to visit these sites frequently.  After the commencement of the Project, 
it was found that they have to spend much time for travelling, and as a result, the time to spend 
for actual activities is limited.  High cost for fuel for travelling is also a concern for 
effectiveness.  

(ii) One of the model sites of the Project was selected from the target area of the PRACE1 project so 
that the Project would propose a development model when an external fund of foreign agencies
is available.  Other two sites were selected from the areas which are not included in the PEACE 
project so that the Project would propose a development model which would be realized with the 
general budget of the Government of Sri Lanka.  However, later, it was found that irrigation 
facilities of the two model sites of the non-PEACE area also needed large scale rehabilitation of 
the irrigation facility and introduction of a revolving fund scheme.  Therefore, around 6 million 
rupees and 1.5 million rupees were provided to each model site by JICA for the rehabilitation 
and the revolving fund scheme respectively.  The Mid-term Review Team studied the amount 
and found that they were much larger than the general budget of the government.  Accordingly, 
all the development models to be formulated in the three model sites will be the ones which 
requite external funding. 

 (2)Issues and problems concerning project implementation process 
(i) Several indicators and activities of the PDM of the Project were not relevant to the direction and 

reality of the Project.  However, the revision of these indicators and activities were not 
examined until the Mid-term Review.  As a result, it seems that the stakeholders of the Project 
did not study the progress of the Project appropriately according to the indicators of the PDM. 

(ii) The Project planned to hold the National JCC meetings quarterly and District JCC meetings once 
in two months.  However, so far, they were held only three times each.  The less frequency of 
the meetings seems to be one of the reasons for the above-mentioned delay of the revision of the 
PDM. 

(iii) The field officers of the Irrigation Department did not have sufficient time to involve in the 
rehabilitation work in the model sites.  The complicated system to approve the designs and 
estimates of the rehabilitation work by the regional offices of irrigation department was a factor 
to hinder timely implementation of the rehabilitation work of the irrigation facilities in the model 
sites. Rehabilitation time was often overlapped with cultivation period due to the delay, which 
was inconvenient for the farmers to contribute their labors.  

(iv) Most of the officers who were participated in the training of the GIS system were transferred to 
the other areas.  The frequent transfer found to be an obstacle to make the effort of the technical 
transfer a success.   

(v) So far, there was no dissemination of the outputs of the Project to the PEACE project, which was 
expected at the time of the Ex-ante Evaluation of the Project.  It may be because the Project has 
been mainly concentrated on the activities of the model sites. 

 
4. Conclusion 

The Mid-term Review Team appreciates the performance of the Project in the model sites despite 
there were several disturbing factors.  The Team encourages the Project Team to duly pay attention 
to the recommendations mentioned in this report and develop a mechanism to disseminate the effects 
of the model sites to other areas by the end of the Project period. 

 
The Mid-term Review Team observed that some indicators in the PDM were not realistic and 
appropriate in a realistic viewpoint.  Also, there were maximum ten activities for each output in the 
PDM, which made the PDM complicated.  Therefore, the Team proposed to amend the indicators 
and simplify the activities and obtained an approval of the National JCC.  The detail and schedule of 
the activities should be shared by the stakeholders of the Project by revising the Plan of Operation. 

                                            
1 “Pro-poor Economic Advancement and Community Enhancement (PEACE)” Project is implemented in Sri Lanka with 
assistance of ODA loan of Japan.  The project covers around 180 FOs in the dry zone of the country including North East and 
North Western provinces.  It aims at sustainable development of agriculture in the farm villages by implementing rehabilitation of 
irrigation facilities, income generation programmes, enhancement of capacity of FOs, etc.  It was commenced in 2006 and will be 
continued until May 2011. 
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5. Recommendations 
5.1. Management of FOs 
(1) Training of the government officers and the farmers should be conducted for the subjects of 

community development, leadership and farm accounting. 
(2) In order to clarify potential needs of the farmers, the results of the Community Action Plans should 

be re-examined and revised if needed for further improvements.  
 
5.2. Irrigation facility and water management 
(1) Involvement of the Irrigation Engineer’s offices to the GIS mapping system should be increased in 

order to update and apply the system to the Project sites continuously by establishing special 
assignment or by establishing a special unit. 

(2) In order to improve the FO management system, assignment of a full time project manager should 
be considered in every scheme. 

(3) Government of Sri Lanka should ensure budget allocation for fuel and subsistence for the field 
officers to facilitate their involvement of the Project.   

(4) In order to avoid any delay in preparation of rehabilitation work, senior officers of Irrigation 
Department should supervise and monitor the field officers more frequently.  

 
5.3. Agricultural production, marketing and processing 
(1) Paddy 

i) When membership of the sub-groups becomes too large, it is recommended to form smaller 
groups of 25 to 30 farmers within the sub-groups to ensure smooth functioning of activities and 
improve efficiency.  

ii) The Project is advised to enhance collective marketing and processing/value addition. 
(2) Homestead Development 

(i) Collective marketing and processing/value addition should be enhanced. 
(ii) It is recommended to promote a package of farming techniques in small scale home gardening to 

improve quality of life through increasing net income and improving nutrition condition.   
(3) Livestock 

(i) Further trainings on the productivity improvement of cattle/buffaloes, record keeping and farm 
accounting, quality improvement of dairy products, processing, entrepreneurship development 
should be planned and implemented. 

(ii) The Project could encourage developing village level small-scale compound animal feed 
production and compost making with the locally available ingredients. 

 
5.4. General  
(1) The Project Team should propose a clear definition of the words “integrated mechanism” in the 

Project Purpose.  National JCC should examine the proposal, revise if necessary and approve it.  
(2) Systematic monitoring of training results should be conducted to obtain a feedback of the training 

program and/or the contents. 
(3) The District JCC meetings should be held quarterly.  The National JCC meetings will continue to 

meet twice a year.  
(4) Capacity building of the government officers should be further promoted. 
(5) The draft of the training manuals should be finalized and delivered to other relevant institutions to be 

used in training programmes. 
(6) A mechanism should be proposed to disseminate improved training/ facilitation skills developed in 

the model site to other institutes. 
(7) Working Committees should include representatives of training institutes on agriculture and livestock 

as well.  
(8) PDM should be modified from the realistic viewpoints.   
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6. Lessons Learned 
 
6.1. Management of FOs 
Positive 
(1) Formation of sector-wise sub-groups within FOs could contribute to strengthening FOs.  It also 

helps sharing of knowledge and experience among the members of the community. Better 
coordination with field level officers in respective government organizations has become easy due 
to this group approach. 

(2) FOs could be responsible and accountable to make agricultural development programme more 
efficient.   

(3) CAP workshop (Community Action Plan workshop) is an effective tool to obtain participation and 
consensus of farmers for community development planning. 

Negative 
(1) Project activities should not be totally based on the interests and request of the community but should 

be based on potential analysis and feasibility.  This was seen at Kadurugasdamana particularly for 
dairy farming. Same model will not be applicable to all sites/areas. 

 
6.2. Irrigation facility and water management 
Positive 
(1) Conducting weekly meetings to discuss issues by step-wise approach was effective in strengthening 

two-way communication between the government officers and the farmers. 
(2) Participatory approach by joint-site-visits and inspection by the farmers with assistance of the 

officers was found to be effective in settling conflicts among the farmers at the time of rehabilitation 
work. 

(3) Formation of field canal groups was effective to motivate water management and O&M activities 
through rehabilitation. 

(4) GIS mapping system was originally planned to be applied only for the irrigation sector and it was 
proved to be effective.  The GIS mapping system was also found to be effective for agriculture 
sector.   

 
6.3. Agriculture production, marketing and processing 
Positive 
(1) Revolving fund concept has facilitated farmers to become self-reliant and improve their decision 

making capabilities.  
(2) PD method (Process Description method) could be applied for field level farmer training program. 
(3) Objective oriented training with step-by-step approach was more effective for beneficiary farmers. 
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第１章 調査の概要 
 
１－１ 調査実施の経緯と目的 

本調査は、スリランカ民主社会主義共和国政府（以下、「スリランカ」と記す）の要請に基づき

2007年6月から始まった技術協力プロジェクト「乾燥地域の灌漑農業における総合的管理能力向上
計画」の中間時点にあたり、PDM及び活動計画に基づきプロジェクトの投入実績、活動実績、計
画達成度を調査・確認したうえで、評価5項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展
性）の観点からレビューを行い、プロジェクトの課題について具体的な改善策の提言を行うこと

を目的として実施された。 
 
１－２ 調査団の構成と調査期間 

１－２．１ 調査団の構成 
＜JICA側調査団＞ 

1 総 括 西野 恭子 JICA スリランカ事務所 次長 

2 農業生産、流通加工、
普及 

金森 秀行 JICA 国際協力専門員 

3 農業制度、農民組織、
灌漑 

柏原 学 農林水産省 農村振興局 整備部設計課 課長補佐 

4 協力計画 Arinda Elapata JICA スリランカ事務所 ナショナルスタッフ 

5 評価分析 田村 智子 株式会社かいはつマネジメント・コンサルティング

 
＜スリランカ政府側調査団＞ 

1 P.U. Wickramaratna 
Director（Engineering）, Ministry of Irrigation and Water Management
（MIWM） 

2 G.A.M.S. Emitiyagoda Deputy Director（ Extension） , Head of Secretariat, Department of 
Agriculture（DOA）, Ministry of Agricultural Development & Agrarian 
Services（MADAS） 

3 Pushpa Wijewantha Director, Livestock Planning and Economic Unit, Department of Animal 
Production and Health（DOAPH）, Ministry of Livestock Development
（MOLD） 

4 M.M.M. Aheeyar Division Head, Hector Kobbekaduwa, Agrarian Research and Training 
Institute, Ministry of Agricultural Development and Agrarian Services
（MADAS） 

5 Palitha Wadduwage Provincial Director, Provincial Department of Agriculture（DOA）, North 
Western Provincial Council 

 
１－２．２ 調査期間 

2009年11月6～27日。詳細は付属資料1参照。 
調査期間中の主要面談者については、付属資料2参照。 
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１－３ プロジェクトの概要 

スリランカ（人口約2,000万人、面積約6万6,000km2）では、農村部の貧困率が高く、また特に乾

燥地帯の灌漑農業に従事する農家の農業生産性や農業所得が低いことが重要な課題として認識さ

れていた。このような問題について調査・分析すべく、開発調査「灌漑分野に係る総合的管理能

力向上計画調査」が実施され、灌漑・農業・流通・加工各セクターの主要問題点が検証され、総

合的管理能力向上の必要性が示された。この能力向上計画の実施を目的とし、スリランカ政府は

わが国に対して技術協力プロジェクトを要請した。2006年末の事前評価調査を経て、当プロジェ
クトは2007年6月から4年間の予定で実施されており、農業生産性を向上させるために政府職員と
農民組織の能力向上を図る総合的な研修体制を確立することを目標とし、①農民組織の運営管理、

②灌漑施設管理・水管理、③農業生産、④流通加工、の4分野における政府職員と農民組織の能力
強化・改善、及び⑤カウンターパートを指導員とし他の政府職員の能力向上を図るための体制整

備、にかかわる技術協力を行う計画である。 
    
（1）上位目標 

対象地域において農業所得が向上する。 
 
（2）プロジェクト目標 

農業生産性を向上させるために政府職員と農民組織の能力向上を図る、総合的な研修体制

が確立される。 
 
（3）成果（アウトプット） 

1）モデルサイトにおいて、農民組織の運営管理に関して政府職員と農民組織の能力が強化・
改善される。 

2）モデルサイトにおいて灌漑施設管理、水管理に関して政府職員と農民組織の能力が強化・
改善される。 

3）モデルサイトにおいて、農業生産に関して政府職員と農民組織の能力が強化・改善される。 
4）モデルサイトにおいて、流通・加工に関して政府職員と農民組織の能力が強化・改善され
る。 

5）カウンターパートを指導員とし、他の政府職員の能力向上を図るための体制が整備される。 
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第２章 中間レビューの方法 
 
２－１ 設問項目・指標 

成果達成状況、プロジェクト実施プロセス、評価5項目のそれぞれについて下記の設問項目・指
標を設定し必要なデータを収集した。 
 
２－１．１ 成果達成状況 

PDMの指標を設問項目とし、プロジェクト開始時のベースラインデータと直近のデータを比
較検証した。直近のデータがない場合は類似のデータを使用した。研修参加者の研修内容の理

解度や活用度については適当なデータが見あたらなかったため、中間レビュー調査の一環とし

て研修参加者へのインタビューによる簡易調査を実施し、評価の参考にした。設問項目の詳細

については合同中間レビュー報告書の成果達成状況表（Accomplishment grid）を参照のこと。 
 
２－１．２ プロジェクト実施プロセス 
プロジェクトの実施プロセスの検証に関して以下の設問項目を設定した。 
（1）チームワーク 
（2）コミュニケーション 
（3）意思決定 
（4）進捗モニタリング 
（5）スリランカ側カウンターパートの能力強化 
（6）上位機関の支援状況 
（7）他のプロジェクトとの協調 
（8）JCCの機能 
（9）JICAの参加 

 
２－１．３ 5項目評価 

5項目評価に関する主な設問項目は表2-1のとおりであった。なお、それぞれの設問項目に小項
目を設定した。小項目については合同中間レビュー報告書の評価グリッド（Evaluation grid）を
参照のこと。 

 
表２－１ 5項目評価の設問項目 

妥当性 有効性 効率性 インパクト 持続発展性 

政策 プロジェクト目標
の達成見込み 

成果達成状況 上位目標の達成見
込み 

政策・制度面 

ニーズ プロジェクト目標
達成の貢献要因 

投入（人材・機材・
本邦研修・予算）

インパクトの発現
状況 

組織面 

優先度 プロジェクト目標
達成の阻害要因 

計画外の投入や成
果 

上位目標達成の論
理性 

財政面 

手法の適切性 プロジェクト目標
達成の論理性 

成果達成の論理性  技術面 

出所：中間レビュー調査団 
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２－２ データ収集方法 

データ収集は以下の方法により実施した。 
（1）関連資料のレビュー 
（2）プロジェクトが作成した研修マニュアルなどの検証 
（3）プロジェクト・チーム（JICA専門家チーム及びスリランカ側カウンターパート）、関連省庁
及び受益農民とのフォーカスグループ・インタビュー 

（4）サイト実査 
 
２－３ データ分析方法 

上述の方法により収集したデータを成果達成状況表、プロジェクト実施プロセス表、評価グリ

ッドの該当箇所に記入し、記載事項についてレビュー調査団内で検証を行い、達成・進捗状況や

事前と現在の差異に関するデータ分析を実施した。協議の過程においては、スリランカ政府側団

員が作成したフィールド調査レポート（付属資料4）、農業・加工・流通グループ作成のフィール
ド調査レポート（付属資料5）及び灌漑・水管理グループの分析メモ（付属資料6）を参考資料と
した。また必要に応じ、JICAスリランカ事務所及び関連省庁と協議を行い、分析結果に加筆修正
を行った。 
 
２－４ 調査の制約・限界 

当中間レビュー調査は、限られた予算と調査期間をもって実施されたため、内部収益率など経

済効果に係る分析や、費用対効果の観点による他案件との比較を行うことはできなかった。また、

モデルサイトで実施したフォーカスグループ・インタビューは、主に農村組織や小委員会の役員

及びリボルビング・ファンドの受益者を対象に行い、その他の農民への聞き取りは実施できなか

った。なお、プロジェクト目標の「総合的なメカニズム（integrated mechanism）」の定義について
関係者間で議論をし、再定義することを試みたが、時間が限られていたため十分な議論をするに

は及ばず、再定義には至らなかった。 
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第３章 プロジェクトの実績及び実施プロセス 
 
３－１ 投入実績 

３－１．１ 日本側の投入 
＜JICA専門家の派遣＞ 

JICA長期専門家は計画どおり以下の3名が派遣された。長期専門家の専門性と豊かな経験は
当プロジェクトの効果的な運営に貢献している。 
 チーフアドバイザー/農民組織 
 灌漑施設管理/水管理 
 研修/調整員 
また、GISシステムの短期専門家が2カ月間、圃場水管理の短期専門家が1カ月間派遣された。

なお、圃場水管理の短期専門家の指導によりモデルファームでの実験が成功したことは特筆

に値する。 
    

＜カウンターパート研修＞ 
当プロジェクトの事前評価報告書及び着手報告書によると、スリランカ側主要カウンター

パートへの本邦研修もしくはタイでの研修が年間2～3名を対象に実施される予定であった。
しかし、プロジェクト開始後約2年間はMIWMよりカウンターパート研修の要請がなかったた
め、第1回のカウンターパート研修が実施されたのは2009年5月のことであった。同研修には
同省のマネジメント・レベルの職員4名が参加した。参加者及びコース名については合同中間
レビュー報告書を参照のこと。 

 
＜機材供与＞ 
当プロジェクトでは、JICA専門家移動用の車両3台、モデルサイトにおける研修資機材、

On-the-job training（OJT）用の農業資機材などの購入を予定していた。これらの車両や資機材
は予定どおり購入され、加えて灌漑施設改修のための建設機械数台及びGISマップ作製用のコ
ンピュータとソフトウェアなど合計3セットが購入された。これら購入車両・資機材の使用頻
度や保守管理状況に関して特に問題はみられない。 

 
３－１．２ スリランカ側の投入 
＜カウンターパートの配置＞ 

80名以上のカウンターパートが当プロジェクトに配置された（すべて兼任）。カウンターパ
ートは、プロジェクトの実施した研修やOJT及び作業委員会1への参加を通じて、その技術レ

ベルやノウハウを向上させており、プロジェクトの成果発現へ貢献している。 
 

＜予算措置＞ 
スリランカ政府は計画どおり、灌漑研修所内にJICA専門家チームの執務室を設置し、同室

の事務家具の提供、及び電気・電話代などの支払いを行っている。現在、灌漑局の地方事務

                                                  
1 作業委員会(working committees)は、当プロジェクトで実施すべき研修のニーズ分析やマニュアル作り、研修の実施などのために分
野別に設置された委員会である。 
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所所属の現場職員が、車両の燃料代や出張手当が十分でないため、当プロジェクトのモデル

サイトでの業務に集中的に従事することができないことを除けば、スリランカ政府の当プロ

ジェクトへの予算措置に関して特に問題はみられない。 
 
３－２ 活動の実績 

予定された活動はほぼ計画どおり実施された。また、ニーズ分析の結果、農民組織へのリボル

ビング・ファンドの導入やGISシステムの広範囲への適用といった活動も追加的に実施された。な
お、プロジェクトはこれまで農業生産を主に推進してきたため、流通・加工に関しての取り組み

はまだ初歩的なものにとどまっている。水管理に関する活動は開始されたばかりであるが、これ

は協力期間の1、2年目にまず灌漑施設の改修を行う必要があったためである。このように、流通・
加工及び水管理に関する活動はプロジェクトの後半において集中的に実施される計画である。成

果5を達成するための活動は、協力期間の最後に実施予定であるためまだ開始されていない。 
 
３－３ 成果達成状況 

5つの成果の達成状況はそれぞれ以下のとおりである。 
    
成果1：モデルサイトにおいて、農民組織の運営管理に関して政府職員と農民組織の能力が強
化・改善される。 
成果1の指標の目標値は現時点でほぼ達成されている。これまで、政府職員と農民を対象に農

民組織の運営管理に関する研修が実施され、また、小委員会の組織化やリボルビング・ファン

ドの導入により農民組織の能力が大幅に強化・改善された。プロジェクト・チームは今後、政

府職員へのフォローアップ研修の実施や農民組織の更なる強化を促進する予定である。よって、

成果1は協力期間終了時に達成される見込みである。 
    
成果2：モデルサイトにおいて灌漑施設管理、水管理に関する政府職員と農民組織の能力が強
化・改善される。 
予定していた研修が実施され、第1期の灌漑施設の改修工事が農民組織によって実施されるな

ど、成果2に関する活動はおおむね計画どおり実施された。また、同工事の実施を通じて、灌漑
施設の改修に関する農民組織の能力が向上しつつある。プロジェクト・チームは、今後も引き

続き農民組織による灌漑施設の改修工事の実施を促進し、また、政府職員及び農民に対して水

管理やその他の研修を実施する予定である。よって、成果2は協力期間終了時に達成される見込
みである。 

    
成果3：モデルサイトにおいて、農業生産に関する政府職員と農民組織の能力が強化・改善され
る。 
農業生産に関する活動は予定よりも進んでおり、政府職員を対象とした新しい普及活動の方

法の導入、農民への新しい生産技術の導入、野菜・果物栽培・畜産の導入などが、モデルサイ

トの農民の収入増加に効果をもたらした。プロジェクト・チームは今後もこのような活動を更

に推進する予定であり、成果3は協力期間終了時に達成される見込みがある。なお、研修結果の
体系的なモニタリングがなされていないため、今後導入が必要と思われる。 
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成果4：モデルサイトにおいて、流通・加工に関する政府職員と農民組織の能力が強化・改善さ
れる。 
当プロジェクトではこれまで農業生産に重きを置いていたため、流通・加工への取り組みは

最近開始されたばかりである。プロジェクトは今後、適切な計画を立案し、流通・加工への取

り組みを加速度的かつ効果的に推進する必要がある。このような取り組みにより成果4が協力期
間終了時に達成されるよう期待される。 

 
成果5：カウンターパートを指導員とし、他の政府職員の能力向上を図るための体制が整備され
る。 
成果5に関する活動は協力期間の最後に実施される予定である。プロジェクト・チームは今後、

モデルサイトでの活動によって生み出されたより良い研修やファシリテーションの手法を他の

地域にも普及するためのメカニズムを提案し、成果5を協力期間内に達成するよう期待される。 
 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

政府職員や農民への研修が実施され、農民組織の能力は高まりつつあることから、プロジェク

ト目標はほぼ計画通り達成されつつあると考えられ、また、プロジェクト目標は協力期間内に達

成される見込みがある。一方、プロジェクト・チームのメンバーが、プロジェクト目標にある「総

合的メカニズム（integrated mechanism）」という言葉の定義を明確に共有していないのは懸念事項
である。 
 
３－５ 特記事項 

３－５．１ 灌漑施設管理・水管理 
灌漑施設管理・水管理分野は、農家組合（Farmers Organization：FO）下の4Sub-committeeの1

つに位置づけられているIrrigation（以下、「灌漑部会」と記す）に対する技術移転を行うもので
ある。具体的な活動は、3モデル地区において以下を行うものである。 
① 灌漑施設のリハビリ工事の実施 
② 農民自身による水管理・維持管理体制の強化 
③ GISマッピングシステムを活用した水管理、維持管理及び営農普活動の促進 
④ これら①～③に関する研修教材の整備 

    
具体的な技術移転については、3モデル地区を選定し、現地踏査（walk through survey）による

灌漑施設現状把握を行い、改修方法、工事に関する契約、水管理、維持管理及び水利費徴収等

を目的とし、FOにIrrigation sub-groupを設置し、合意形成を図りつつ進めている。特に、末端水
路（F Canal）ごとにFCG（F Canal Group）リーダーを任命し、末端水管理組織の再構築、灌漑
施設の改修等の意見集約、同意徴収等を実施している。また、FOと行政が一体となったPMC
（Project Management Committee）において、水管理、維持管理計画や罰則に関する規約
（constitution）を作成し、水管理組織の改善を進めている。 
灌漑施設管理・水管理分野の進捗は、第一段階の灌漑施設の改修が3モデルサイトで実施され

た段階であり、今後、プロジェクト終了までの2年間において、水管理、維持管理に関する技術
をOJTにより移転し、また、組織の改善を進めていく必要がある。 
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専門家の協力により、モデル地区の概要、灌漑施設の改修事業実施前の課題、事業方針、改

修工事の概要、及び成果と今後の課題を付属資料7に、また、モデル地区の灌漑施設改善にかか
わる行政組織について付属資料8に取りまとめている。 
なお、以下に今回の調査を通じて得られた特筆すべき点を記述する。 

 
（1）モデル地区灌漑施設の改修工事 
・専門家、Engineering Assistant（Irrigation Engineer’s Office staff）（EA）、Work Supervisor（IE 

Office staff）（WS）、FOによるWeekly Meetingを開催し、改修工事に関する課題、対処を
随時実行しており、農民と行政職員との意見交換協力体制の改善が図られつつある。 

・政府職員による測量、設計、積算及び施工管理の各課程における技術力の向上がみられ

るが、必要十分な技術水準になるまでには、十分な経験が必要であり、今後予定される

灌漑施設改修工事によりOJTで技術力の向上を図る必要がある。 
・農民は、小規模な改修工事に関するコンクリート打設、盛土及び予算管理等の簡単な施

工技術について、農民自身が興味をもって実施できるようになりつつある。 
・農民参加（労務無償提供）は、全体工事費の15、18％の実績であり、有償PEACE地区を
上回るものから、本改修工事への取り組みが積極的なものであったことが分かる。 

・農民間及び灌漑や営農に関する問題点の共有、農民自身による課題の把握と解決策を見

いだすことができつつある。 
・潅漑施設の改修工事を実施する時期が、作付時期と重なったため、FOにおいて実施時期
について調整する必要がある。 

・受益農民の労務提供は、限られた農民だけが労務提供を行っているとの話もあり、不参

加者へのペナルティ、不在地主に対する対処が今後の課題と思われる。 
・施設の改修時に使用される設計基準は、大規模灌漑施設の新設を対象としているもので

あり、モデル地区のような小規模の水利施設には過大かつ複雑な構造となっている。 
特に、水路横断工（床板橋）の厚さは、幅1ｍの水路で、上載加重がティラー程度であっ
ても、20cm近くもある。また、圃場への分水工も複雑な構造であり、施工、維持管理も
複雑になっているものである。今後、設計基準を整備することにより、工事費の節減、

施工、維持管理の軽減につながるものと思われる。 
 
（2）水管理・維持管理（O&M） 
・D&F水路の改修工事が一部完了した段階であり、O&Mは、計画が策定された段階であり、
まだ実際に実施されていないため、今後OJTを通じて重点的に技術移転を行う必要がある。 

・維持管理に関するコンクリート工事、盛土及び予算管理などの潅漑施設建設、技術が農

民に移転され、できるようになりつつある。 
・行政と農民のコミュニケーションが改善されたことにより、農民自身で問題を適切にか

つ迅速に解決できるようになりつつある。 
・灌漑施設改修工事に係る現地調査から施工管理までをFO主体で行うこととしたことは灌
漑施設が農民自らの資産であることを自覚するものとなり、O&M活動の促進につながる
動機づけになった。 

・維持管理費等の徴集、適切な支出を管理するためにFO内に財務担当者の育成研修を行っ



－9－ 

ており、これにより、適切な会計管理体制が形成されつつある。 
 
（3）圃場水管理 
・農民は、短期専門家により実施した作物の生育ステージに合わせた水田の間断潅漑手法

が、農業生産性に係る営農改善につながることを実感しており、今後も圃場レベルの水

管理手法について、技術移転を促進していくことが有用である。 
・農民は、状の畦畔を直線状に修正し、複数枚の田面を1枚にする等の簡易的な圃場整備に
より、圃場内水路の水路ロスの減少、水管理の容易性の向上をモデル的に実施し、効果

があると次第に実感しつつある。今後も圃場レベルの水管理の実証を行い、農民に効果

を実感させることが有用である。 
 
（4）灌漑地区計画・管理GISマッピングシステムの導入 
・リハビリテーション計画の説明図面の作成や、土地利用計画の作成、土壌成分の分布図

を作成し、農民に視覚的に分かりやすく説明することができるなど、GISマッピングシス
テムは有効に活用されている。 

・GISマッピングシステムは、施設の改修事業や営農計画、状況等に関する説明資料（用水
系統図、灌漑施設位置図、土壌図等）の作成道具であり、基本となる地図情報データや

付帯システムを更新管理する必要がある。 
・今後、これらを担当するIE（Irrigation Engineer）事務所担当者の継続的な管理能力の維持
向上が必要である。 

・現場レベルのカウンターパートはGISについて十分な知識が不足している状況がみられるこ
とから、今後、GISマッピングシステムの活用をしつつ知識の習得を促進する必要がある。 

・GISマッピングシステムは、それ自身がまだ高価であり、完成度を高めるためには時間が
必要と思われる。 

・農民は、居住する地域の地図を読めることが必要であり、自分の農地や関係する水路が

どこにあるのか把握でき、灌漑水路の上下流、左右岸の高さ関係等が分かることが肝要

である。 
・特に、現地調査において農民とともに集め、地図に書き込まれたた情報（灌漑施設の老

朽化度、土壌状況等）を、現地調査に参加していない農民が把握できることが重要であ

る。 
・地図情報、土壌情報等の収集取りまとめにおいてはASCセンターの協力体制の整備が重
要である。 

 
（5）研修・マニュアル 
・灌漑施設改修工事に実施と平行して、施工、施工管理、維持管理に関するPD法による研
修マニュアルの作成と合わせて技術移転の促進を図る必要がある。 

 
（6）その他 

1）FOと地方行政について 
・これまでの情報伝達が行政から農民への一方向に加え農民から行政への情報伝達シス
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テムができたことから、FOとのコミュニケーションが改善されつつある。 
・このコミュニケーションの改善は、潅漑施設の改修工事に関する事項だけでなく水管理

や施設の維持管理に関するさまざまな活動に役立つものであることが認識されつつある。 
・IE技術者は、潅漑施設の改修に関する施工管理、特に品質管理、圃場レベルの水管理
に関する改善手法を習得し、実践することができるようになりつつある。 

・なお、設計、積算に関する技術移転は複雑な手続きが必要なため、まだ不十分な面も

あることから、今後の改修工事において、OJTにより習得向上を促進する必要がある。 
・地方の中堅カウンターパートは、ほかの業務が多くIncreasing the Capacity of Integrated 

management in Irrigated Agriculture in Dry Zone（ICIM）の業務に十分参加できていない
こと、また、IE技術者は、しばしば転勤があるため、十分に技術移転がなされない状
況がある。地方事務所カウンターパートの十分な配置が必要である。 

・各モデル地区で形成されたFOを行政側で総括的に管理する農民組織管理システムの設
置が必要である。 

2）今後の技術移転の課題 
・今後、参加型水管理手法の普及には、意欲的なFOの選定が肝要であり、このためにFO
選定の手順のマニュアル化、手挙げ方式の検討等が必要である。 

・灌漑地区及びFOの現状に合わせ、実行可能な個別のコンポーネントを的確に選定し、
着実に成果を出し、農民便益を実感することが必要である。 

・灌漑部会が常日頃から灌漑施設を巡回し、施設に不具合がないか、用水利用に問題は

ないか、受益農家の不満はないか等改善点を把握し、的確に対処していく地域組織の

システムが機能し、定着することが重要である。 
・受益農民は、用水配分不満がある場合などにおいて、個々のグループのみで対処する

ことなく、当該灌漑水路の上流部、下流部の受益農民を含む単位で灌漑部会を中心に

解決策を考えていくシステムを理解し、活用していくことが必要である。 
・受益農民は、灌漑水路上流部においては、配水管理により作物に必要な用水量を管理

することで一定の収穫が得られ、余剰用水を下流部に通水できること、また下流部に

おいては、灌漑施設の維持管理、配水量管理により、自らの農地に用水が到達、供給

されることを実感させることが重要であり、水管理、維持管理、圃場レベルの水管理

が相互に補完し合い営農改善につながるものであることを理解することが必要である。 
・将来的に更なる用水の有効利用を図るため、圃場レベルの水管理、ランドレベリング、

圃場区画の整形による効率的な用水利用などの技術を普及していくことが必要になる

と考えられる。 
    

（参考）効率的な水管理（節水）と水路システムの概念について、付属資料9に添付する。 
 
３－５．２ 農業生産・加工・流通 

FO（農家組合）下のSub-committee（以下、「生産部会」と記す）に対する技術移転を行うのが
農業生産・加工・流通分野の技術協力活動である。具体的には、プロジェクトで研修を受講し

た農業改良普及員（以下、「普及員」と記す）が生産部会の農家研修を提言し、プロジェクトが

費用を拠出して研修が実施される。プロジェクトは研修後のモニタリングも行うが、それは一
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定の様式によるシステム化されたものではなかったので、今回の中間レビューでモニタリング

のシステム化を提言した。この場合、プロジェクトの実施主体はWorking Committee（WC）であ
る。なお、同分野の実施は主に2名の現地雇用専門家が担当している。以下、それぞれの分野に
ついて特筆すべ点を記述する。 

    
（1）農業生産・普及 

稲作・果樹園芸・畜産に関して技術を普及している。なお、果樹園芸はプロジェクトの

表示ではHome garden（家庭菜園）といわれていたものである。しかし、家庭菜園規模のも
のもあるが、一方で0.25～0.50エーカー（0.1～0.2ha）規模の商業的生産規模もあったこと
から、中間レビュー調査団のスリランカ側メンバーの提言でHomestead（農家付帯農場）と
なった。視察した限り、内容は果樹・野菜生産である。 
普及方法は、まず視察旅行で農家の意識を喚起し、興味を持った点についてステップご

とに研修を行っている。研修受講農家の生産活動実施に必要な資金は、回転資金で拠出さ

れている。これら研修方法と回転試験の組み合わせは有効だと評価されている。事実、前

述のように稲作では収量が増加し、農家付帯農場ではパパイアなどの販売で利益を得た農

家が現出し、畜産では牛乳の品質向上・協同販売による増益が発現している。また、回転

資金の還流率も100％に近く、還流資金で貸付対象が拡大している。 
同分野は現地雇用専門家が担当しているので技術として特筆すべきことはないが、マニ

ュアル作成の一部と普及教材作製に日本から技術移転したPD法を使用したことが効果をあ
げている。PD法は写真を使ってポスター型の紙芝居を普及教材として作製する方法で、従
来からAudio visual centerなどが普及教材を作製して普及員に配布しているが、PD法を用い
れば普及員が自ら簡単に普及教材を作製できることからプロジェクト受講後も普及員が活

用している。更に、研修を受講した普及員から同僚の普及員へ技術移転され、波及効果も

発現している。なお、現行のPD法を改良すれば、更に効果が増すと考えて、助言を行った。
また、堆肥製造法についても改良を助言した。これらを以下に示す。 

1）ポスターに写真を使っているが、線画（イラスト）にした方が印刷/複写コストが軽減さ
れ、プロジェクト後の持続性が増す。よって、写真のイラスト化を助言した。この助言を

行ったところ、中間レビューのスリランカ側メンバーの進言で、急遽Audio visual centerで講
義を依頼され、30分の講義を行った。参加者は約30名であった。 

2）作成されたドラフトマニュアルは合計28件で、そのうち17件が農業生産関係であった。
それら17件を点検したところ、本来含まれるべき内容が満たされていないマニュアルが一
部に見られた。ポスター普及教材は本来マニュアル作成法であるPD法の一部を発展させた
ものなので、本来の方法を活用すればマニュアルが改善される。よって、本来のPD法を参
照することを助言し、帰国後に資料を送付した。 

3）家畜糞及び家庭用ゴミを用いた堆肥製造に改良の余地がある。家畜糞を用いた堆肥は2週
間ごとに攪拌して3カ月後に完成とのことだが、それだけの頻度で攪拌すればもっと早期に
製造できるはずなので、改良の余地がある。現地技術の活用が前提なので強くは勧めない

が、日本のボカシ肥（固形及び液体）は他国で導入した実績があるので、より強いインパ

クトが必要な場合は導入を検討すべきである。また、家庭用ゴミを用いた堆肥製造につい

ては実施されていないが、有効と考えて提言した。それには日本にダンボール箱（もしく
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は穴あきバケツ）を用いた簡易な方法があるが、JICAスリランカ事務所の現地スタッフに
よると現地のCentral Environmental Authorityが同様の技術をもっているので、採用を検討す
べきであろう。これらの堆肥についても帰国後に資料を送付した。 

 
（2）流通・加工 

プロジェクトの計画で、先に生産増加をめざし、その後に加工・流通を行う予定であっ

たことから、同分野の活動は少なく、わずかに表3-1にある実績しかない。また効果も、わ
ずかに先進的な牛乳生産部会で協同販売による増益があるが、全体的には非常に限定的で

ある。 
 

表３－１ 流通・加工に係る研修実績 

No 分 野 実施年 研修内容 期間 参加者 

1 2009 ヨーグルト・飴・ココア・水牛
のヨーグルトの製法 

1日 15-F 

2 2009 黒ライムの製法 1日 15-F、2-SMO、
1-AI、1-ADA 

3 2009 石鹸の製法 0, 5日 15-F、1-SMO、
1-AI、1-IDO 

4 

加 工 

2009 マンゴ漬物の製法 1日 15-F、1-SMO、
1-AI、1-IDO 

5 流 通 2009 企業化方法・計画策定・評価の
研修 

5日 17-F、1-SMO、
1-LDI、1-IDO 

F＝Farmer, SMO＝Subject matter Officer, AI＝Agricultural Instructor, DI＝Livestock development Instructor, IDO＝
Institutional development officer, ADA＝Assistant director of agriculture 

 
流通について、専門的には4Pを意識する必要がある。すなわち、Product（商品）・Price

（価格）・Place（売り場）・Promotion（販売促進活動）である。これらについて現地調査で8
生産部会にインタビュー調査を行った。その結果、いずれの部会も、自らの商品の「売り」

について意識しておらず、価格も業者依存で、売り場も認知せず、販売促進活動も実施さ

れていないか、極めて初歩的なものしか実施されてなかった。わずかに実施されている販

売促進活動では、インタビューしたなかで最も進んでいる牛乳生産部会でも共同出荷して

いるだけで、稲作も仲買人の買い付け価格を非組織的に情報共有しているにすぎず、農家

付帯農場の果樹・野菜生産では販売促進活動を全く実施していなかった。加工についても、

わずかに1つの生産部会が牛乳の加工品販売を計画しているだけであった。すなわち、極め
て初歩的なレベルにある。よって、流通・加工分野の研修の実施にあたっては、残る期間

に達成可能な目標水準に設定すべきである。 
そして、今後に行われる流通・加工分野に係る研修について、以下の助言を行った。 

① PEACEで実施している生計向上プログラム研修等を参考にする。 
② 流通の基本である4P及びブランド化についての知識を基に研修で達成する目標水準を

設定する。これら基本が説明されたタイとウズベキスタンの短期専門家の報告書を提

供した。 
③ 加工についてはPD法によるマニュアル及び研修教材作製を検討する。 
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第４章 評 価 結 果 
 
４－１ 5項目評価 

（1）妥当性 
当プロジェクトの目標は、スリランカの国家開発政策、日本のODA政策及びJICAの国別援

助方針と整合性があり、また、スリランカの農村地域の貧困度の高さや、乾燥地帯における

灌漑農業の生産性や収入の低さを考慮すると、当プロジェクトにより同地帯の農家の農業生

産性や農業収入を向上させる強い必要性が認められる。よって当プロジェクトの妥当性は高

い。 
 
（2）有効性 

政府職員及び農民組織を対象とした各種の研修が実施され、農民組織の能力が向上しつつ

あることなどから、プロジェクト目標はおおむね順調に達成されつつあり、また、協力期間

内にプロジェクト目標が達成される見込みがあると考えられる。一方、プロジェクト目標の

「総合的なメカニズム（Integrated mechanism）2」という言葉の意味が関係者のなかで明確に

共有されていないことは懸念される。したがって当プロジェクトの有効性は中程度である。 
 
（3）効率性 

日本側及びスリランカ側の投入は計画どおり実施され、また、期待された成果はほぼ順調

に発現しつつある。特に成果1・2・3については確実に達成されつつあり評価に値する。一方、
成果を順調に達成するためには4.3項に記すとおりいくつかの阻害要因もあることから、当プ
ロジェクトの効率性は中程度である。 

 
（4）インパクト 

モデルサイトにおける活動により、稲作の生産性の向上、収入増加のための方法が示され

たことは評価に値する。しかし、上位目標の対象地域の人口はモデルサイトの人口と比較す

ると大変多いことから3、当プロジェクトの効果が他の地域へ確実かつ効果的に普及されない

限りは、当プロジェクトが上位目標の達成に貢献することは困難である。また、特筆すべき

正負のインパクトは現在のところ発現していない。このような理由から、当プロジェクトの

インパクトを現時点で判断するのは時期尚早であると思われる。 
 
（5）自立発展性 

スリランカ灌漑局の当プロジェクトへの関心が高く、また、モデルサイトの農民組織の活

動に対する意欲も高いことは、当プロジェクトの自立発展性を高める貢献要因となるであろ

う。一方、当プロジェクトの自立発展性を確保するためには、スリランカ政府は今後、いく

つかの課題を克服する必要がある。例えば、同国の灌漑・農業関連分野の人的資源や予算、

物的資源は限られており、現状のままでは、将来当プロジェクトの効果を他の農民組織や村々

へ拡大する際に困難が予想される。限られた人的資源について一例を挙げると、同国におけ
                                                  
2 事前評価時の判断により、和文 PDMではこれを「総合的な研修体制」と訳している。 
3 上位目標の対象地域であるアヌラーダプラ県とクルネーガラ県における総農家数は約 25万 5,000であり、モデルサイトの総農家数
は約 530である。 
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る州政府所属の農業普及員の担当地域は広く、1名が数千世帯の農家を受け持っているのが現
状である4。当プロジェクトにおいても、数人の州政府所属の農業普及員が、プロジェクトの

便宜供与の下モデルサイトの農民に対して優先的に訓練や普及活動を実施しているが、プロ

ジェクト終了後、同職員が他の地域の農民にも同様の頻度にて類似の内容の訓練や普及活動

を実施することができるかどうかについては疑問である。このような課題があることをかん

がみ、当プロジェクトの自立発展性は中程度よりやや低いと判断する。 
 
４－２ 効果発現に貢献した要因 

４－２．１ 計画内容に関すること 
スリランカには灌漑・農業分野における技能・知識の豊富な蓄積があり、一般的に政府職員

の能力は高いといわれることから、当プロジェクトでは日本人長期専門家の投入は3名のみとし、
現地のリソースを最大限に活用する計画であった。現在、計画どおり日本人長期専門家は3名で
あり、加えてローカル・コンサルタント3名がJICA専門家チームのメンバーとして活躍している。
また、モデルサイトにおいてはJICA専門家チームと灌漑・農業・畜産分野の政府職員が協力し
合って農民への技術指導を行っている。このような現地リソースの活用は、プロジェクトの効

率的な運営に貢献するものである。 
 
４－２．２ 実施プロセスに関すること 
現在のところ、実施プロセスに関する効果発現の貢献要因は特にない。 

 
４－３ 問題点及び問題を惹起した要因 

４－３．１ 計画内容に関すること 
（1）当プロジェクトの3つのモデルサイトは、アヌラーダプラ県とクルネーガラ県にまたがり、
相互に26～66キロ離れて位置する。これらのサイトは、将来プロジェクト効果の波及が期
待される範囲を考慮してプロジェクト開始前に選定された。JICA専門家チームはこれらサ
イトを頻繁に訪問する必要があるが、移動に時間が費やされるため実際の活動に費やす時

間が相当制限されることがプロジェクトの実施段階になって分かった。また、車両での移

動に要する燃料費がかさむこともプロジェクトの効率性にマイナスの影響を及ぼしている。 
（2）当プロジェクトでは、外国援助機関等の資金援助が投入された場合の開発モデルとして、

PEACE5事業対象灌漑地区から1カ所モデルサイトを選出するのに加え、通常の政府予算で
賄える範囲の資金による開発モデルをつくるために、PEACE対象地区以外から2カ所のモデ
ルサイトを選出した。しかし、実際は後述の2カ所のモデルサイトにおいても、大規模な灌
漑施設改修の実施及びリボルビング・ファンドの導入による農民組織の活性化の必要性が

認められたため、それぞれ約600万ルピーと約150万ルピーの資金6が各サイトにJICAより投
入された。中間レビュー時にこれらの投入について検証したところ、投入はモデルサイト

での成果発現に貢献しているが、その金額は通常の政府予算で賄える範囲の額ではないこ

                                                  
4 当中間レビューにおいてインタビューした州政府所属の農業普及員は 1名で 6,500農家を担当していた。 
5 ODAローンで 2006年より実施されている PEACE。北東部州と北西部州を含む乾燥地域に存在する約 180の農民組織を対象に、灌
漑施設の改修・所得向上プログラム・農民組織の強化等を通じ、農村の持続的な農業開発をめざす事業であり、2011 年 5 月まで継
続の予定である。 

6 2009年 12月の為替レートでそれぞれ約 500万円と 125万円に相当する。 
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とが分かった。このような経緯から、3つのモデルサイトで形成予定の開発モデルはいずれ
も資金援助が投入されることを前提としたものになる予定である。 

 
４－３．２ 実施プロセスに関すること 
（1）当プロジェクトのPDMの指標や活動の一部は、プロジェクトのめざす方向性や現状にそ
ぐわない点が多くみられたが、中間レビュー時までそれらの見直しが検討されることがな

かった。そのため、PDMの指標に沿ったプロジェクトの成果達成状況の把握が適切に行わ
れていなかったようである。 

（2）中央レベルのJCCは年4回、県レベルのJCCは年6回の開催が計画されていたが、いずれも
これまで3回しか開催されていない。上述のようにPDM見直しが遅延したのはJCCが計画ど
おり開催されていなかったことも一因であると思われる。 

（3）灌漑局の現場の職員は、当プロジェクトのモデルサイトにおける灌漑施設の改修業務に
関与するための十分な時間をもっていないようである。また、灌漑施設の改修においては、

デザインや見積もりの作成を灌漑局の地域事務所が実施しているが、これらの手続きは大

変複雑であり承認までに相当の時間を要する。これらが原因となって、モデルサイトにお

ける改修工事の開始や実施が遅延し、その結果、工事の実施が耕作期と重なり、工事を実

施する農民への負担が増すこととなった。 
（4）GISシステムの技術研修を受講した灌漑局の現場の職員のほとんどが他の地域に転勤した
ことは、技術移転の定着度にマイナスの影響を及ぼす結果となった。 

（5）当プロジェクトの事前調査においては、当プロジェクトの成果が前述のPEACEに波及す
ることが期待されていたが、中間レビューの時点ではそのような波及効果は発現していな

い。これは、これまで当プロジェクトはモデルサイトでの活動に集中していたためである

と考えられる。 
 
４－４ 結 論 

いくつかの阻害要因があったにもかかわらず、モデルサイトにおける活動が順調に進捗してい

ることを高く評価するとともに、今後は、下記の提案事項に十分留意しつつ、モデルサイトでの

実績をほかの地区にも普及するためのメカニズムの作成にも積極的に取り組むよう期待する。 
また、既存のPDMの指標には非現実的な点や現状にそぐわない点がみられ、また各成果の基に

最大10項目の活動が記載されており、複雑な印象を与えた。また成果5を達成するために計画され
ていた活動はやや目的にそぐわないものであった。そこで当中間レビューでは、指標を改定し、

活動の表記を単純化し、成果5を達成するための活動を変更すべくPDMの改訂を提案し、JCCミー
ティングでの承認を得た。今後は、POの改訂を行い、活動の詳細と実施スケジュールについてプ
ロジェクト関係者間で共有する必要がある。 
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第５章 提言と教訓 
 
５－１ 提 言 

５－１．１ 農民組織管理 
（1）コミュニティ・デベロップメント、リーダーシップ育成、農家における農業会計に関す
る研修を政府職員と農民に施すこと。 

（2）農民の潜在的ニーズを明確にするべくCAPワープショップ7の結果を再検討し、更なる生

産性や収入の向上のために必要に応じて計画を修正すること。 
 
５－１．２ 灌漑施設管理・水管理 
（1）モデルサイトにおいてGISシステムを継続的に適用し更新していくために、灌漑技師事務
所はGISシステムにより積極的に取り組むこと。具体的には、専門の部署を設けたり、専門
の人材を配置したりする必要がある。 

（2）農民組織の管理能力の向上のため、専任のプロジェクト・マネジャー8をすべての灌漑ス

キームに配置すること。 
（3）スリランカ政府は、現場で働く政府職員が当プロジェクトの活動に滞りなく従事できる
よう、車両燃料や日当に関する予算を確保すること。 

（4）灌漑施設の改修にかかわる準備作業の遅延を防ぐため、灌漑局の幹部職員は、現場の職
員の指導・モニタリングをより頻繁に行うこと。 

 
５－１．３ 農業生産、流通・加工 
（1）稲 作 

1）農民組織の小委員会の会員数が多くなりすぎた場合、小委員会のなかに25～30名からな
る部会を組織することにより、小委員会の機能性や活動の効率性を高めること。 

2）共同出荷、加工、農産物の付加価値の向上に積極的に取り組むこと。 
 
（2）家庭菜園 

1）共同販売や農産物付加価値の向上に積極的に取り組むこと。 
2）小規模の家庭菜園を実施する場合は、純所得や栄養状態の改善を通した生活改善をめざ
し、一連の営農技術（a package of farming techniques）の導入を図る。 

 
（3）畜 産 

1）乳牛・水牛の飼育における生産性の向上のための研修のほか、農業会計の記録管理、乳
製品の品質改善・加工、企業家精神育成に関する研修を企画・実施すること。 

2）現地で入手可能な原材料による混合飼料とコンポストの生産をモデルサイトに導入する
よう試みること。 

                                                  
7 CAPとは“Community Action Planning”をさす。CAPワークショップは参加型手法を用いて農村開発計画を作成するワークショッ
プである。 

8 スリランカでは現在、大規模灌漑スキームにはいずれも、灌漑局の灌漑マネジメント部に所属するプロジェクト・マネジャーが専
属で配置されており、農民組織の管理能力の育成などにあたっているが、小・中規模灌漑スキームにはそのようなマネジャーは配
置されていない。 
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５－１．４ その他一般 
（1）プロジェクト目標にある「総合的なメカニズム(integrated mechanism)」という言葉につい
てプロジェクト・チームは明確な定義を提案すること。ナショナルJCCはその提案を検討し、
必要に応じて修正のうえ承認すること。 

（2）研修の結果について体系だったモニタリングを実施し、その結果を研修プログラムや研
修内容に反映させること。 

（3）県レベルのJCCミーティングは1年に4回、中央レベルのJCCミーティングは年に2回は開
催すること。 

（4）政府職員の能力強化を更に推進すること。 
（5）マニュアル類については、素案を改訂し最終版を作成のうえ、関連分野の研修所や研修
プログラムで活用されるよう取り計らうこと。 

（6）モデルサイトで開発された研修・ファシリテーションの手法をほかの地区にも普及する
ためのメカニズムを提案すること。 

（7）農業・畜産関係の研修所の代表者が作業委員会9に加わるよう取り計らうこと。 
（8）PDMを現実的な観点から改訂すること。 

 
５－２ 教 訓 

５－２．１ 農民組織管理 
＜プラスの結果を導いた教訓＞ 
（1）農民組織のなかに課題別の小委員会を設け、農民組織の強化を促進することが可能であ
る。例えば、小委員会の設置は、農民組織の会員相互の知識や経験の共有を促進するのに

有効である。また小委員会は、研修・普及活動のターゲット・グループもしくは受け皿と

して効果的に機能することが分かった。小委員会があることにより、各分野の政府職員が

研修や普及活動を実施する際、農民の参加が促進されたり、日程の調整や参加者への連絡

が容易になる。 
（2）農民組織は、灌漑施設の維持管理組織としてだけでなく、農業開発プログラムをより効
率良く実施するための責任ある組織としても期待がもてる。 

（3）CAPワークショップは、地域開発計画を作成する際に農民の参加と同意を得るための効
果的な手段である。 

＜マイナスの結果を導いた教訓＞ 
（1）プロジェクトの活動は地域住民の興味や要望に応じるだけでなく、潜在的可能性やフィ
ージビリティーを確認して実施するべきである。例えばモデルサイトの1つであるカドゥル
ガスダマナにおいて住民からの要望により酪農が導入されたが、村の人口が少ないことや

自然資源が限られていることなどを勘案すると、導入による農民の生産性向上や収入増加

の可能性は制限的である。他の2つのモデルサイトにおいては酪農の導入は成功しているが、
同じ酪農モデルがいずれのサイトにおいても効果を表すとは限らないことにも留意し、カ

ドゥルガスダマナのような場合は生活改善のための営農の一環として採用する等の配慮を

すべきであった。 

                                                  
9 作業委員会（working committees）は、当プロジェクトで実施すべき研修のニーズ分析やマニュアル作り、研修の実施などのために
分野別に設置された委員会である。 
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５－２．２ 灌漑施設及び水管理 
＜プラスの結果を導いた教訓＞ 
（1）毎週ミーティングを開き、灌漑施設改修における課題について段階的に話し合う手法は、
政府職員と農民の双方向的なコミュニケーションを高めるのに効果的である。 

（2）灌漑施設の改修工事において、政府職員の立ち会いの下関係農家が現場にて工事内容を
相互確認し合意形成を図る参加型手法は、農家間の利害関係を効果的に解消するのに有効

である。 
（3）灌漑施設の改修を通して水管理や維持管理に関する農民の意欲を高めようとする際に、
圃場水管理グループを形成すると効果的である。 

（4）GISシステムは灌漑分野のみに活用される計画であったが、灌漑セクターのみならず、農
業セクターにおいても有効活用できることが分かった。 

 
５－２．３ 農業生産、流通・加工 
＜プラスの結果を導いた教訓＞ 
（1）リボルビング・ファンドの導入は、農民の自立を促し、意思決定能力を高めるのに有効
である。 

（2）PD法は農民の現場での研修に適用できる。 
（3）農民への研修は、目的をはっきりさせ、かつ段階的に実施すると効果的である。 

 



付 属 資 料 

 

１．調査日程 
 
２．主要面談者 
 
３．ミニッツ ※合同中間レビュー報告書を含む 
 
４．スリランカ政府側団員作成フィールド調査レポート 

 
５．農業・加工・流通グループ作成フィールド調査レポート 

 
６．灌漑・水管理グループ分析メモ 
 
７．モデルサイト概要 
 
８．灌漑施設改修事業にかかわる行政組織図 
 
９．節水灌漑と水路システム 
 
10．調査開始時Explanatory Note（金森団員作成） 
 
11．マニュアル等作成実績 
 
12．研修等実施実績 
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